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１．はじめに 














政権交代以降では、 「新年金制度に関する検討会」 （2010 年 3 月）や「社会保障改革に関す
る有識者検討会」 （2010 年 11 月）であり、更に、首相を議長とし、関係閣僚・与党幹部・














えない。 年金については、 未納・未加入の問題は指摘されても、 保険料そのものの問題は、
                                                  
1 2010 年には、純金融負債は 114％（対 GDP 比）に達し、OECD 諸国中最悪の水準である（OECD2010c の
統計データ)。 
2 例えば、1991～95 年の社会保障制度審議会、2000 年の「社会保障構造の在り方について考える有識者
会議」 、 2004～06 年の 「社会保障の在り方に関する懇談会」 、 2008 年の 「社会保障国民会議」 などである。 
3  「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プログラム」 （2008年 12月 24日閣議決定） 。
その後、2009 年 6 月に一部改正が行われている。 
4 財源として保険料から消費税に転換することは、既に保険料を払った世代が消費税分を追加負担する






成長率を低下させる効果が強い」 （p.141）としている。 3 
 
それほど取り上げられていない。わが国の社会保障制度は社会保険を基盤としているとさ










  本稿の構成は次のとおりである。次の第 2 章では、社会保障給付の動向を、支出と負担
の両面から分析する。第 3 章では、社会保障財政の国際比較を行い、日本の特徴を分析す











                                                  
7 政策評価の一般用語では、インプットの多寡を評価する「経済性」 （economy） 、インプットとアウトプ
ットの関係を評価する「効率性」 （efficiency） 、アウトプットとアウトカムの関係を評価する「有効性」
（effectiveness）がある。コストと有効性を比較するのが「費用対効果」である。これらの概念につい

















こと、 そうした機関によって管理されていることなどの基準がある。 この基準に基づき、 国立社会保障・
人口問題研究所が社会保障給付費を推計している（詳細は、国立社会保障・人口問題研究所（2010）を
参照） 。 4 
 
  2008 年度の決算ベースで、社会保障給付費の総額は約 94.1 兆円であり、そのうち約 5
割が年金、約 3 割が医療になっている（図２－１） 。1970 年度の給付費は、3.5 兆円で GDP
の 3.5％であったので、その後の約 40 年間で、社会保障給付費は、GDP 比で約 4 倍になっ
たことになる。制度別に 1990 年度と 2008 年度の給付費を比較したのが図２－２である。
この期間中、給付費総額はほぼ倍増したが、これを上回って増大したのが、厚生年金、国
民年金、児童手当である（国民健康保険、介護保険、老人保健、生活保護は全体の増加率
とほぼ同じ） 。特筆すべき点は、同じ期間で、給付費総額が、対 GDP 比でも、ほぼ倍増した
ことである
11。 











医療等に関して、 他制度からの移転が 1985 年度以降急増しており、 その規模は事業主拠出
金に匹敵するようになっている。この資金移転の元は社会保険料であることから、保険料
そのものの割合が低下しているわけではない。1976 年度の社会保険料（他制度への移転を
含む）の財源総額に対する割合は 56.2％であったが、2002 年度には 71.9％にまで達して
いる（2008 年度では 66.0％） 。平成に入ってからは、一般財源の割合は、国・地方ともに





は、1970 年度の 2.0％から 2008 年度の 16.9％に増えている。老人保健のそれは、1982 年
度の 0.6％から 2008 年度の 16.8％へと増大している。他方、国民健康保険の割合は、1970
年度の 23.9％から 2008 年度の 15.3％へと低下している。これらの変化の背景には人口高
齢化があるが、相対的に豊かな人が加入する厚生年金（そして公務員の共済年金）に対し
て一般財源の投入が増えていることは、看過できない問題である。これは、基礎年金へ一
                                                  
11 正確には、1.81 倍であり、名目 GDP は、1.09 倍になった。 













を概観する。表３－１は、一般政府支出の対 GDP 比の推移を比較している。1970 年では、
日本の一般政府支出は、OECD 主要国を下回っていたが、2000 年には、オーストラリアやア












いる。日本の社会支出（対 GDP 比）は、1980 年からの 30 年弱で 2 倍になっており、他国
と比べて著しく増えている。一般政府支出に対する社会支出の割合では、フランスやスウ
ェーデン等の欧州諸国とほぼ同じ割合になっている。 





                                                  
13 OECD の社会保障財政について、金子（2010）を参照。 
14 1990 年には 2.0％（対 GDP 比）の黒字であったが、2000 年には 7.6％の赤字になった。2006 年には、
1.6％の赤字に減少したが（ただし、財政投融資の積立金の取崩の影響がある） 、2010 年には、7.7％の
赤字に拡大している（データは OECD2010)。 
15 これらの国は、 1990 年代に予算制度改革を行い、 財政健全化に成功した国である。 日本を含めた OECD
主要国の財政再建については、田中（2011）を参照。 
16 OECD の統計で、 「社会支出」 （Social  expenditure）と呼ばれるものであり、分類等詳細は、Adema  and  
Ladaique (2009)を参照。 
17 日本の 1980 年の高齢・遺族の支出の全体に対する割合は 38.6％であり、フランス（45.9％） 、ドイツ6 
 

















  いくつかの指標で日本の公的支出の規模を比較したが、日本は、2000 年代に入り、もは











  日本は、ビスマルク型に属するが、所得税・法人税・社会保険料（被用者・事業主） ・消
費課税の 5 つの財源がほぼ同じ規模であり、それぞれ税・保険料全体の 15～20％（対 GDP
比では 5％前後）を占めていることに特徴がある。他の OECD 諸国は、日本のように、 「均
                                                                                                                                                            
（44.0％） 、イタリア（51.4％）より小さかった。他方、日本の医療支出は 42.2％であり、オーストラ
リア（36.9％） 、カナダ（37.5％） 、それ以外の国（20～30％）と比べて、かなり大きかった。 
18 「租税支出」 （Tax expenditure）とも呼ばれる。OECD の社会支出統計では、Tax breaks for social 
purpose(TBSP）と呼ばれている。 
19 技術的な推計の方法は、Adema and Ladaique (2009)を参照。 
20 社会保障と税制に関する国際比較については、本田（2009） 、宮島（2009）を参照。 
21 「ビスマルク型」とは、社会保険原理を基礎として、保険者の独立的な運営を図る仕組みであり、労
働者を工業生産に動員することを目的としてドイツで導入された（1889 年） 。 「ベバリッジ型」とは、普
遍性や統一性を重視する仕組であり、ベバリッジという名称は、イギリスの「ベバリッジ報告」 （1942
年） に由来するが、 年金制度については、 1891 年に税方式の基礎年金を導入したデンマークに由来する。












ンは、所得税・社会保険料（事業主） ・消費課税で全体の約 8 割を占める。支出では、日本
は OECD 平均の水準に達しているが、収入では、約 7％ポイントも OECD 平均より低い。 
  OECD 統計の財源は社会保障関係の支出に限定されていないが、 欧州の統計であるユーロ
スタットは、 「社会保護費」という形で欧州諸国の社会保障関係費の財源を比較している。
2005 年の数字（Eurostat2008）では、ベバリッジ型の国（デンマーク・スウェーデン・イ
ギリス） では、 一般財源の割合は 50％を超えるが、 ビスマルク型の国 （フランス・ドイツ・
イタリア・オランダ） では、 それは 30～40％である。 デンマーク・オランダを除く国では、
事業主の社会保険料負担の割合は、被用者のそれを上回っている。 
  OECD 統計に基づき、1965～2009 年の財源構成の推移を概観する（表３－４、図３－３
～図１４） 。ビスマルク型（フランス、ドイツ、イタリア、オランダ）の国では、期間を

























  高齢期の所得保障については、2 つの大きな目的がある。1 つは、個人の生涯を通じて所
得水準をスムーズにすることであり、老後においても、従前所得と比べて一定の水準を確
















  2 つの原理のバランスという観点から、公私の年金制度、社会扶助、税制をどのように
設計するかが問題となるが、その際のポイントは次のとおりである。 
 
                                                  


































～90％を得ているが、日本は、OECD 平均を超えている。OECD (2001)は、65 歳以上の高齢
者の可処分所得を十分位に分けて、18～64 歳のそれと比較している（表４－３） 。この統
計によれば、日本とアメリカを除いて、第 1 及び第 2 十分位の高齢者が、最も高い可処分
所得を得ている。また、日本の最も低い所得階層の平均可処分所得は、勤労世代のそれの
約 25％であり、カナダ（65％） 、ドイツ（40％） 、オランダ（48％） 、スウェーデン（51％） 、
アメリカ（29％）より低いと分析する。 







  高齢者の貧困率を比較する（表４－４） 。アメリカ・オーストラリア・日本は高いグル
ープに属する。Forester and Mira d'Ercole (2005:71-74)は、貧困率の時系列変化を分析
















トの代替率（OECD 平均）は、およそ 70％であり、グロスのそれより 11％ポイント高い。
グロスとネットの相違をもたらしているのは、税・社会保険料の賦課であるが、その取扱
いは、国により相違がある。例えば、保険料拠出を課税所得から控除すること、年金所得
は保険料拠出の対象としないこと、 年金所得に優遇課税を行うことなどである。 Keenay  and 









                                                  
24 内閣府の分析でも、 日本の高齢者のジニ係数が高いことを確認できる （内閣府 2002） 。 白波瀬 （2002:82）
は、高所得の高齢者は、低所得の高齢者より、より多くの雇用所得を得ており、これが、日本の高齢者
の所得の不平等を拡大させているとしている。 




27 代替率の相違に影響を与える 1 つの要因は、拠出や給付に上下限の制限が設けられているか否かであ
る（Whitehouse 2003:36） 。 









年金支出の規模と比べて、 負担が少ないことがわかる。 日本の公私を合わせた年金支出 （対











Mira  d'Ercole  2005:43-44)。日本の年金制度は、貧困の予防という観点からは、国際比較
からみて 「非効率」 であると言わざるを得ない。 次に、 それはなぜなのかについて考える。 
 
（３）日本の問題 
  我が国の公的年金制度には 2 つの基本的な問題がある。1 つは、基礎年金の在り方と財
源調達の問題であり、もう 1 つは、厚生年金の報酬比例部分の給付と負担の問題である。





  第 1 に、制度が分立している問題である。我が国の公的年金制度は、一般に、1 階の国
民年金、2 階の厚生年金や共済年金の 2 階建制度といわれている（更に 3 階の企業年金が
ある） 。しかし、実態は国年・厚年・共済の各制度が分立している。1 階は、国民共通の基
礎年金と言われているが、1985 年に導入されたこの制度は、 「年金」ではなく、国民年金




























  第 2 に、基礎年金が、 「国民皆年金」になっていないことである。典型的には、国民年金
（第 1 号被保険者）の未納・未加入問題である（図４－３） 。2009 年度において、国民年
金の対象である第 1 号被保険者 1,985 万人の 16.5％が未納・未加入者である（321 万人が











の 16.4％から 2008 年には 34.1％になっており、1/3 は非正規雇用になっている。この結
果、2000 年代半ばの足元を除けば、第 2 号被保険者が減り、第 1 号被保険者が増えている
（図４－４） 。こうした雇用形態の変化を反映して、第 1 号被保険者の雇用形態も変化し
ており、非常勤雇用が増えている（図４－５） 。問題は彼らの所得が低いことである（図
４－６） 。第 1 号被保険者の保険料完納者の平均総所得金額
31は 178 万円、滞納者のそれは
113 万円である。200 万円までの総所得金額の者は、全体の約 8 割に達する
32。低所得者に





















年から 2007 年の間に倍増し、65 歳以上受給者の半数以上は年金を受給していない（表４
－１０） 。また、国民年金の平均受給額は、増えていない。年金制度は成熟しているはず
なのに、年金受給者の割合が減少している。山田（2003）は、国民年金受給者の貧困率を
推計し、中位の可処分所得の 50％基準で 36.6％、厚生年金では 11.6％であり、国民年金
                                                  
31 総所得金額とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、譲渡所得、雑所得、一時
所得からなり、収入金額から必要経費（売上原価・減価償却費等）を除いたものである。 
32 完納者の場合 74.4％、滞納者の場合 81.8％である。 
33 正確には、低所得の場合には、保険料の減免制度がある。単身世帯の場合、約 189 万円以下の所得以
下であると、保険料負担は、所得に応じて減免される。約 141 万円で 1/2 免除となり、約 57 万円以下で
あると 100％減免である。 
34 辻（2008）は、2002 年時点で、就職氷河期世代と非正規雇用の前世代との比較した増加分は 137.1 万
人、無業者は 54.5 万人、合計 191.7 万人で、彼らが 65 歳以上になり生活保護を受給する可能性が高く
なるのは 77.4 万人であると推計している。 
35 2007 年 4 月 1 日時点において、今後納付できる 70 歳までの期間を納付しても 25 年に満たない者は








ほど、 相対的に低い。 カナダ等は、 第 1 十分位の高齢者が相対的に一番高い。 Yamada （2002：
21)は、第 1 五分位の高齢者は、ネットの社会保障移転の合計額の約 16％しか受けていな
いが、第 3 五分位は約 30％を受けていると分析し、低所得者への所得再分配が十分ではな
いと述べている
37。Jones (2007:27）も、日本の高齢者は、当初所得の不平等と相対的貧




  第 3 に、一般財源の投入と負担の不公平の問題である。日本の公的年金は、社会保険方
式に基づくものとされているが、 多額の一般財源が投入されている。 国民年金創設時 （1961
年） においては、 納付された保険料の 1/2 を拠出時に国庫負担することとされていが、 1976
年の改正で、厚生年金等と同じく、給付費の 1/3 を給付時に負担することされた。1986 年
の基礎年金導入に伴い、 その給付費の 1/3 が一般財源で手当てされることになった。 更に、
2004 年の年金制度改正により、 2009 年度までのいずれかの年度に基礎年金の一般財源の割
合は 1/2 に引き上げることが法律に規定され、その割合が 1/3 から段階的に引き上げられ
た
38。更に、2009 年の改正により、2009・2010 年度において、財政投融資特別会計からの
財源により 1/2 への引上げが行われた。 







る各施策のシェアを見ると、厚生年金保険は、1970 年度の 2.0％から 2008 年度の 16.9％
まで増えており、2008 年度において、最も高いシェアを有している
40。国民健康保険や生
                                                  
36 年金制度と生活保護は単純に比較すべきものではないが、例えば、2007 年度で、東京区部の単身者の




39 「年金制度をめぐる課題」 （舛添臨時議員、 経済財政諮問会議提出資料、 2007 年 10 月 25 日）を参照。 












負担の年齢による相違にも関係する。 国民生活基礎調査 （2007 年） に基づく分析によれば、
25～64 歳までの税 ・ 社会保険料の総所得に対する負担率 （世帯員ベース） は約 20％であり、
年齢による差はほとんどないが、 65 歳以上の負担率は約 15％であり、 働き盛りと比べて約
5％の差がある（田中 2010） 。また、25～34 歳と 65～74 歳の当初所得、総所得、可処分所
得（所得税・住民税・消費税、年金・医療・介護・雇用保険料を控除）を比較すると、 
 
  25～34 歳  303.6 万円→308.1 万円→245.9 万円 
  65～74 歳  140.0 万円→289.0 万円→243.3 万円 
 














税最低限（単身、2007 年）は、年金受給者の場合約 216 万円であり、給与所得者の場合約
                                                  
41  次のような問題も生じている。基礎年金給付の一般財源の割合が 1/3 であった時には、保険料半額免
除者が受け取る年金給付は、 満額の 2/3 であったが、 その割合が 1/2 になると、 年金給付は 3/4 になる。
これでは、保険料を全額払う意欲をそぐことになりかねない。 


























ギリスなどがある。 これは、 公的財源として、 保険か一般財源かを整理したものであるが、
この他、医療の財源としては、私的財源があり、私的保険あるいは個人負担（窓口支払い
など）などに区分される。スイスとアメリカは、一般財源で賄われる部分もあるが、私的







                                                  




































を行い、OECD 諸国の医療制度を 6 つのグループに分類している。6 つのグループは、医療
サービスの提供について市場メカニズムを重視するグループと公的供給・公的財源を重視
するグループの 2 つに大別される。前者のうち、第 1 のグループは、基礎的な医療部分を





































                                                  











































49 パフォーマンスは、 経済性・効率性・有効性、 費用対効果などを全般的に示す用語として使っている。 
50 医療システム（health system）とは、医療活動を生み出すための全ての組織、制度、資源から構成
され、医療活動とは、個人のケア、公的な医療サービスなど様々な方法による取組みであり、その一義





















  本節では、インプットから順に、OECD 諸国のデータを比較しながら、日本の医療サービ




ている。日本の公私を合わせた医療支出（2007 年）は、8.1％（対 GDP 比）であり、OECD




る（図５－４） 。日本の医療支出が OECD 主要国の中で低位であったのは昔の話になってし
まった。OECD 主要国と相違があるのは、私的医療支出である（図５－３） 。日本の私的医
療支出は 1.5％（対 GDP 比）であり、OECD 平均（2.6％）を下回っている。OECD の医療費
に関する統計としては、一人当たり薬剤支出（US$PPP）があるが、日本は、OECD 諸国中第
9 位であり、平均を約 1 割上回る。 
  次に、医師、ベッドや医療機器などの設備について、比較する（表５－３） 。しばしば
                                                  
51 WHO(2000)は、医療システムのパフォーマンス（医療の財源調達と供給の効率性・有効性）を改善す
る要因や人々の期待やニーズに応える要因を分析している。 
52 例えば、オランダ（6.1％） 、フィンランド（6.1％） 、イタリア（6.6％） 、イギリス（6.9％） 、スウェ
ーデン （7.4％） であり、 日本を大きく上回るのは、 フランス （8.6％） 、 デンマーク （8.2％） 、 ドイツ （8.0％）
などである。 21 
 
指摘されるのが、 日本の医師の数 （対人口比） の低さである。 確かに、 日本の医師の数は、





人口比）は OECD 平均とほぼ同じ水準である。MRI や CT は、人口比で測って、OECD 平均の
約 4 倍であり、ベット数は約 2 倍である。人口当たりの医師数ではなく、ベット当たりの
医師数は OECD 平均の約 1/4 であり、 患者に対して適切な医療サービスを集中できない可能
性がある 
  次に、アウトプットを比較する（表５－３） 。人口一人当たりの診療回数や医者・歯科
医一人当たりの診療階数は、OECD 平均の 2～3 倍の水準である。薬剤処方箋数は、約 1.5
倍である。 腎臓透析は、 患者一人年間約 500 万円かかる治療であるが、 その患者数は、 OECD
平均の約 3 倍である。これもしばしば引用される数字であるが、急性病院の平均入院日数
は、1995 年から 2007 年の間に、約 4 割減ったものの、OECD 平均と比べると、約 3 倍であ
る。これを反映して、退院人数も少なく、OECD 平均の約 7 割弱となっている。OECD の統計
では、満たされない医療ニーズや医者の偏在などのアクセスのデータもあるが、日本のデ

















                                                  
53 歯科医は 10 位であり、日本を上回る国は、北欧諸国の他、ギリシャ、ベルギー、ルクセンブルク、
ドイツなどである。 

































ネルデータでは、1990 年代初めまでは、重要な役割を果たしていたが(Berger and 
Messer2002)、他方、Self and Graowski(2003)など、資源は、国全体の健康状態とは関係
                                                  
55 OECD(2011a)は、先行研究の計測方法に基づき、OECD 各国の amenable mortality を計測しているが、















  OECD(2010a)は、包絡分析法（Data  Envelope  Analysis）を用いて、効率的なフロンティ
アを計測しているが、それによると、支出が一定としても、効率性を挙げることにより、
平均寿命は 6 年引き上げられるが、他方、一人当たり医療費を 10％引き上げても、平均寿













して、 私的供給が中心であり、 量的拡大を促すインセンティブがあること、 強い価格統制、
自由選択だが価格や質に関する情報は乏しいこと、ゲートキーピングないこと、病院が高






















 第 1 に 、 給付と負担がバランスするという保険のガバナンスが働かないことである。 1955











各医療保険からの支援金が約 4 割、高齢者の保険料が約 1 割となっている。健保組合の退
職者給付拠出金（前期高齢者納付金）の収入総額に対する割合は 25.0％、老人保健拠出金










59 2008 年度の患者負担の割合は 14.1％である。 以上の数字は、 「平成 20 年度国民医療費」 （厚生労働省）
より引用。 
60 数字は、 「医療保険に関する基礎資料」 （厚生労働省保険局調査課 2010 年 12 月）より引用（2008 年度
決算ベース） 。 




  第 2 に、多額の一般財源が各制度に投入されているが、それは、必ずしも、低所得者対
策とは言えないことである。特に、一般財源は国民健康保険に投入されているが、給付費
の財源をみると、 50％は国及び都道府県による定率の負担である （国の療養費負担金 ： 34％、




























させて、 賦課している。 保険料の構成割合の全国平均を見ると、 所得割 57.2％、 資産割 4.5％、
均等割 26.6％、平等割 11.7％となっている。平均所得に対する平均保険料負担率は、年々
                                                  
62  保険基盤安定化制度による拠出は約 4,000 億円であり、給付費総額は 9 兆 8,400 億円である（2009
年度予算ベース） 。 
63  数字は、 「後期高齢者医療事業年報」 （厚生労働省保険局）より引用（2008 年度） 。 























（Diagnosis Procedure Combination:DPC など） 、診療効果の測定、医療機関間における情
報共有などの対応は、認識されているものの、遅れている。 





制している程度であって、 諸外国にみるような規制や管理は極めて弱い （表５－２も参照） 。  
医療費には地域差があると指摘されているが、都道府県別の 1 人当たり医療費について、
年齢構成の相違による分を補正して指数化した「地域差指数」 （全国を 1）を見ると、最も
高いのが福岡県で 1.221、最も低いのが長野県で 0.891 であり、長野県の医療費は福岡県
の約 3/4 である
65。その理由１つとして、長野県では、核となる病院を中心とした診療所
                                                  
65  市町村国民健康保険と後期高齢者医療制度を対象とした数字であり、数字は「平成 20 年度医療費マ










国及び各都道府県は、5 年を 1 期として医療費適正化計画を定め、中間年度に進捗状況を
評価（中間評価）を行うことになったが、まだそれは途上にあり、医療の評価に加えて、




  日本の社会保障給付費は、 2008 年度において、 94.1 兆円、 GDP の約 2 割に達しており （図
２－１） 、今後も増大を続ける。一定の仮定を置いた推計では、2025 年度には、141 兆円
になる
66。人口の高齢化は急速に進んでおり、2050 年には、65 歳以上人口比率は約 4 割、




用などを前提に作られた年金 ・ 医療等の各制度の問題が挙げられる。 OECD の推計によれば、







造改革法（1997 年） 、 「歳出・歳入一体改革」 （2006 年）など）は、いずれも道半ばで頓挫
                                                  
66 「社会保障の給付と負担の見通し」 （厚生労働省 2006 年、5 月）では、社会保障給付費の総額は、2006
年度（予算ベース）の 89.9 兆円から、2025 年度の 141 兆円になると推計されている。その前提として、
国民所得の伸び率 2.0％、賃金上昇率 2.4％、運用利回り 3.3％と仮定されているが、これは、現在の経
済状況と比べると、相当楽観的な前提といえる。 
67 国立社会保障・人口問題研究所の推計（2006 年 12 月、出生中位・死亡中位）によれば、65 歳以降人
口の割合は、 2005年の 20.2％から 2050年には 39.6％、 依存人口比率は、 2005年 33.2％から 2050年 82.0％
になる。 
68 アメリカや EU15 ヶ国の平均は、実質 GDP50％増、実質公的社会支出 80％増である。これらのデータ
は Adema and Ladaique (2009)を参照。 
69 対 GDP 比 100％超の計数は、 公的年金が持つ積立金 （厚生年金の積立金は、 2009 年度末で 144.4 兆円）
を差し引いたものである。 28 
 







は、2008 年 1 月に設置され 11 月に最終報告をまとめた「社会保障国民会議」がある。ま
た、2009 年に誕生した民主党政権（菅内閣）においては、2010 年 10 月に、政府・与党社
会保障改革検討本部が設置され、 社会保障改革に関する有識者検討会 （2010年 11～12月） 、
更に、首相を議長とし、関係閣僚・与党幹部・民間有識者で構成される「社会保障改革に
関する集中検討会議」 （2011 年 2～6 月）において、検討が進められた。そして、最終的に














  「社会保障国民会議最終報告」 （2008 年 11 月）では、 「今日の社会保障制度は、少子対
策への取組の遅れ、高齢化の一層の進行、医療・介護サービスの提供体制の劣化、セーフ
ティネット機能の低下、制度への信頼の低下等の様々な課題に直面している。 」 （p.2）と記
述されていが、 詳細な分析は示されていない。 「社会保障国民会議中間報告」 （ 2 0 0 8年6月 ）
や 3 つの分科会
74の中間とりまとめでは、非正規雇用、年金の未納、無年金・低年金、非
                                                  
70 例えば、1991～95 年の社会保障制度審議会、2000 年の社会保障構造の在り方について考える有識者

































































している（田中 2010） 。非正規の職員・従業員の雇用者に占める割合は、1985 年の 16.4％
から 2008 年には 34.1％になっており、1/3 は非正規雇用になっている（総務省「労働力調











































































































れている（亀田 2010、松山 2010） 。要するに、費用対効果を高める方法はほぼ判明してお
り、政府が需給面でコントロールすることが必要なのである。 





して、 国家戦略や方針を導入し、 計測のための枠組みをつくる責務があると指摘する （p.80） 。
英国、 カナダ、 オーストラリアなどでは、 国レベルの業績測定フレームワークが導入され、
多くの業績指標が開発されている。 日本においても、 都道府県の医療費適正化計画により、
こうした取組みが始まったところであり、指標の開発と活用が急がれる。 































                                                  
80 報告書の最終版は、2010 年 5 月に発表された"Final Report Part 1 - Overview"、"Final Report 2 - 
Detailed Analysis Vol.1"、"Final Report 2 - Detailed Analysis Vol.2"、からなる。また、年金に
ついては、2009 年 12 月、"The Pension Review Report"が発表されている。 35 
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（出所）厚生労働省・日本年金機構「21年度
国民年金保険料納付状況」等に基づき筆者
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韓国 54 9(42 7)★
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出所：厚生労働省「国民健康



































































































































































































2010/5 政府としての対応方針を発表（勧告を取捨選択） 2010/5  政府としての対応方針を発表（勧告を取捨選択）
※豪州財務省HP "Australia's Future Tax System"より適宜引用　　　　　表２－１　社会保障給付の制度別の財源内訳（2008年度）
　　　（％）




保険 国民年金 雇用保険 児童手当 生活保護 社会福祉
社会保険料 56.6 86.6 88.3 34.4 14.2 26.0 69.6 31.8 83.0 26.5 0.0 0.0
　　事業主 26.9 43.0 48.4 0.0 0.0 0.0 34.8 0.0 49.8 26.5 0.0 0.0
　　被保険者 29.7 43.7 39.8 34.4 14.2 26.0 34.8 31.8 33.2 0.0 0.0 0.0
一般財源 32.2 13.0 0.3 48.5 85.6 70.2 16.9 35.3 14.2 70.5 100.0 100.0
　　国 23.1 13.0 0.3 33.2 55.0 30.8 16.9 35.3 14.2 21.5 75.0 49.9
　　地方 9.1 0.0 0.0 15.2 30.6 39.4 0.0 0.0 0.0 49.0 25.0 50.1
他の収入 6.8 0.3 6.1 16.5 0.1 3.7 3.2 29.7 2.7 2.9 0.0 0.0
積立金からの受入 4.4 0.0 5.4 0.6 0.0 0.0 10.3 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0
（出所）国立社会保障・人口問題研究所（2010）に基づき筆者計算　　　　　表３－１　ＯＥＣＤ主要国の一般政府支出
　   （％,対ＧＤＰ比）
1970 1980 1990 2000 2005 2010
オーストラリア 25.9 33.0 35.8 34.8 34.0 35.0
カナダ 36.0 41.6 48.8 41.1 39.3 43.5
デンマーク - 53.4 55.9 53.7 52.8 58.9
フランス - 45.7 49.4 51.6 53.4 56.2
ドイツ 38.4 46.9 43.6 45.1 46.9 46.8
イタリア 32.5 40.7 52.9 46.1 48.1 51.4
日本 20.2 33.5 31.6 39.0 38.4 40.6
韓国 - 20.2 19.0 22.4 26.6 28.1
オランダ 44.8 55.8 54.9 44.2 44.8 51.2
スウェーデン 42.9 62.8 60.1 55.1 53.9 54.5
イギリス 41.8 45.9 41.5 36.6 44.0 51.0
アメリカ 32.3 34.3 37.2 33.9 36.2 42.2
（出所）OECD(2010) Economic Outlook No88　　　　　　　表３－２　ＯＥＣＤ主要国の社会支出
       　　　　　　　 (％,対ＧＤＰ比)
　　国　　　　名 1980 1990 2000
オーストラリア A 10.28 13.13 18.20 16.50 49.40
B 0.99 0.83 3.47 3.29 9.90
カナダ A 13.66 18.12 16.50 16.86 42.70
B 1.57 3.28 5.00 5.31 13.40
デンマーク A 24.76 25.60 25.96 26.35 51.74
B 1.36 1.65 2.09 2.33 4.58
フランス A 20.76 25.12 28.00 28.75 55.00
B 0.58 1.68 2.36 2.57 4.90
ドイツ A 23.97 23.28 27.86 26.24 60.30
B 1.10 1.45 1.66 1.79 4.10
イタリア A 18.78 23.37 25.02 26.41 55.20
B - 0.54 0.45 0.57 1.20
日本 A 10.70 11.62 17.24 19.26 53.20
B - - 3.05 3.09 8.50
韓国 A - 3.09 5.54 8.11 28.30
B - 0.12 2.04 2.04 7.10
オランダ A 25.25 26.02 20.55 20.71 45.70
B 3.64 5.63 6.58 6.28 13.90
スウェーデン A 27.16 30.23 28.97 27.70 54.30
B 1.14 1.22 2.10 2.49 4.90
イギリス A 16.78 17.07 19.30 21.32 47.50
B 3.33 4.75 6.82 5.01 11.20
アメリカ A 13.52 13.99 14.85 16.50 45.10
B 4.19 7.09 8.69 10.18 27.80
OECD平均 A 15.88 18.12 19.52 19.84
（出所）OECD Social Expenditure Database
（注）1.A:公的支出＋義務的私的支出　B:任意
      2.2007年の右欄は、一般政府支出に対する割合
2007（％,対GDP比）
オーストラリア カナダ デンマーク フランス ドイツ イタリア 日本 韓国 オランダ スウェーデン イギリス アメリカ OECD27ヶ国
総公的社会支出 A 16.0 16.9 26.1 28.4 25.2 24.9 18.7 7.5 20.1 27.3 20.5 16.2 20.6
　－直接税・社会保険料 0.1 0.3 3.5 1.3 1.3 2.2 0.4 0.0 1.7 3.4 0.3 0.5 1.3
　－間接税（対現金給付） 0.7 0.6 2.5 2.3 1.9 1.8 0.6 0.3 1.5 2.0 1.3 0.3 1.3
現金給付類似の租税措置 T1 0.7 1.3 0.0 1.1 1.3 0.2 0.5 0.7 0.8 0.0 0.3 0.6
　－間接税 0.1 0.1 0.0 0.2 0.2 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0
私的給付に対する租税措置 T2 0.2 0.2 0.0 0.0 0.4 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 1.3
純公的社会支出 B 16.0 17.3 20.1 25.7 23.5 21.1 18.2 7.9 17.7 21.9 19.4 17.3 18.8
総義務的私的支出 C 0.5 0.0 0.2 0.3 1.1 1.6 0.6 0.6 0.6 0.4 0.8 0.3 0.6
　－直接税・社会保険料 0.2 0.0 0.1 0.0 0.4 0.2 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0
　－間接税 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0
純義務的私的支出 D 0.3 0.0 0.1 0.3 0.6 1.2 0.5 0.5 0.4 0.2 0.6 0.3 0.4
純公的＋義務的私的支出 B+D 16.3 17.3 20.2 25.9 24.1 22.3 18.7 8.4 18.1 22.1 20.0 17.6 19.2
総任意支出 E 3.3 5.3 2.3 2.6 1.8 0.6 3.1 2.0 6.3 2.5 5.0 10.2 3.7
　－直接税・社会保険料 0.5 0.7 0.7 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 1.1 0.5 0.6 0.6
　－間接税 0.2 0.3 0.4 0.1 0.1 0.0 0.2 0.0 0.8 0.4 0.6 0.2
純任意支出 F 2.6 4.3 1.2 2.4 1.5 0.5 2.9 2.0 4.4 1.6 3.8 9.4 3.1
純社会支出 B+D+F-T2 18.7 21.4 21.4 28.3 25.1 22.8 21.6 10.4 22.3 23.6 23.7 25.6 22.1
（出所）Social Expenditure Database(SOCX) 2007








































































90～増加 ＊ ＊ ＊ ＊ なし なし











































































（出所）OECD(2011) Pension at a Glance 2011
（注）65歳以上の一人当たり所得の全人口のそれに対する割合　　　　　 　　　　（％）
カナダ フィンランド ドイツ イタリア 日本 オランダ スウェーデン イギリス アメリカ
第1十分位*2 148 101 102 128 72 83 89 76 80
第2十分位 107 83 90 92 73 77 84 69 78
第3十分位 94 78 84 86 75 74 81 66 77
第4十分位 87 75 82 81 77 72 80 64 78
第5十分位 85 73 80 78 77 74 79 64 78
第6十分位 86 72 79 76 78 77 79 65 81
第7十分位 86 72 78 76 81 80 79 67 83
第8十分位 86 72 79 77 84 82 83 72 94
第9十分位 87 73 81 77 87 80 79 67 83
第10十分位 96 75 79 75 94 82 83 72 94
（注）.数字は、十分位別の65歳以上高齢者の可処分所得／18～64歳の者の可処分所得（1990年代央）
（出所） OECD(2001), Ageing and Income: Financial Resources and Retirement in 9 OECD Countries
表４－３　OECD諸国における６５歳以上の高齢者の十分位別可処分所得　　　表４－４　OECD諸国における高齢者の貧困率
　　（％）
全人口 65歳以上 66-75歳 75歳以上
男 女 単身 夫婦
オーストラリア 12.4 26.9 26.1 28.3 24.6 28.9 49.9 17.7
カナダ 12.0 5.9 5.2 6.8 3.1 8.1 16.2 3.9
デンマーク 5.3 10.0 6.9 13.7 8.0 11.5 17.5 3.8
フランス 7.1 8.8 7.2 10.6 6.6 10.4 16.2 4.1
ドイツ 11.0 8.4 6.5 11.1 5.1 10.8 15.0 4.7
日本 14.9 22.0 19.4 25.4 18.4 24.8 47.7 16.6
オランダ 7.7 2.1 2.2 2.0 1.7 2.4 2.6 2.3
ニュージーランド 10.8 1.5 1.6 1.4 2.1 0.9 3.2 1.1
スウェーデン 5.3 6.2 3.4 9.8 4.2 7.7 13.0 1.1
イギリス 8.3 10.3 8.5 12.6 7.4 12.6 17.5 6.7
アメリカ 17.1 22.4 20.0 27.4 18.5 26.8 41.3 17.3
OECD30 10.6 13.5 11.7 16.1 11.1 15.2 25.0 9.5





0.5 0.8 1 1.5 2
オーストラリア 52.6 73.3 56.0 47.3 38.6 35.4
カナダ 48.5 76.6 55.2 44.4 29.6 22.2
デンマーク 84.7 120.6 93.3 79.7 66.1 59.2
フランス 49.1 55.9 49.1 49.1 41.3 37.1
ドイツ 42.0 42.0 42.0 42.0 42.0 32.3
日本 36.3 47.9 38.9 34.5 30.0 27.0
オランダ 89.1 93.0 89.8 88.1 86.5 85.7
ニュージーランド 47.8 77.5 51.7 38.7 25.8 19.4
スウェーデン 53.8 68.3 56.8 53.8 68.7 75.0
イギリス 37.0 53.8 39.2 31.9 22.6 16.9
アメリカ 42.3 51.7 43.5 39.4 35.3 29.7
OECD34 60.6 72.1 57.3 52.0





オーストラリア 65.9 82.5 58.9 47.1
カナダ 61.5 88.7 57.3 39.7
デンマーク 94.5 131.9 89.8 80.8
フランス 60.8 69.4 60.4 53.1
ドイツ 58.4 55.6 57.9 57.2
日本 41.4 52.7 39.7 34.9
オランダ 103.3 104.5 99.8 96.4
ニュージーランド 49.6 79.4 41.5 29.4
スウェーデン 53.3 67.0 53.6 72.6
イギリス 48.0 67.5 41.5 30.5
アメリカ 53.4 63.8 50.0 46.6
OECD34 71.9 82.8 68.8 63.4
（出所）OECD(2011) Pension at a Glance 2011
平均賃金に対する割合         　　     表４－７　年金受給者と勤労者の税・保険料負担の比較
          1. 生産労働者の平均賃金の1/2
年金受給者  勤労者  a/b
合計a 所得税 保険料 合計b 所得税 保険料
カナダ 0.0 0.0 0.0 18.9 13.6 5.3 0.00
フィンランド 22.8 19.3 3.5 23.3 16.0 7.2 0.98
ドイツ 7.6 0.0 7.7 30.0 9.3 20.8 0.25
イタリア 15.4 15.4 0.0 22.1 13.0 9.2 0.70
日本 0.2 0.2 0.0 14.3 4.3 10.0 0.01
オランダ 10.9 3.0 7.9 26.6 4.2 22.3 0.41
スウェーデン 17.5 17.5 0.0 29.4 22.4 7.0 0.60
イギリス 6.0 6.0 0.0 15.7 9.6 6.1 0.38
アメリカ 5.6 5.6 0.0 21.8 14.1 7.7 0.26
          2. 生産労働者の平均賃金の3/4
年金受給者  勤労者  a/b
合計a 所得税 保険料 合計b 所得税 保険料
カナダ 0.0 0.0 0.0 22.7 17.1 5.6 0.00
フィンランド 30.1 26.2 3.9 29.3 22.0 7.3 1.03
ドイツ 7.9 0.3 7.7 37.8 17.1 20.8 0.21
イタリア 19.3 19.3 0.0 26.0 16.8 9.2 0.74
日本 2.0 2.0 0.0 15.3 5.3 10.0 0.13
オランダ 15.6 4.4 11.2 32.5 5.3 27.2 0.48
スウェーデン 27.8 27.8 0.0 32.6 25.7 7.0 0.85
イギリス 11.7 11.7 0.0 21.5 14.1 7.4 0.54
アメリカ 9.6 9.6 0.0 24.5 16.8 7.7 0.39
          3. 生産労働者の平均賃金
年金受給者  勤労者  a/b
合計a 所得税 保険料 合計b 所得税 保険料
カナダ 11.6 11.6 0.0 26.5 20.8 5.7 0.44
フィンランド 34.2 30.3 3.9 33.7 26.3 7.4 1.01
ドイツ 14.7 7.0 7.7 41.9 21.2 20.8 0.35
イタリア 23.1 23.1 0.0 29.1 20.0 9.2 0.79
日本 4.0 4.0 0.0 16.0 6.0 10.0 0.25
オランダ 19.1 5.7 13.4 35.4 6.3 29.1 0.54
スウェーデン 29.3 29.3 0.0 34.2 27.2 7.0 0.86
イギリス 15.1 15.1 0.0 24.4 16.3 8.1 0.62
アメリカ 10.9 10.9 0.0 25.8 18.2 7.7 0.42
          4. 生産労働者の平均賃金の2倍
年金受給者  勤労者  a/b
合計a 所得税 保険料 合計b 所得税 保険料
カナダ 31.5 31.5 0.0 33.9 30.8 3.1 0.93
フィンランド 43.0 39.1 3.9 43.1 35.7 7.4 1.00
ドイツ 26.2 21.4 4.8 47.7 31.9 15.8 0.55
イタリア 30.6 30.6 0.0 36.1 26.9 9.2 0.85
日本 10.8 10.8 0.0 21.2 11.2 10.0 0.51
オランダ 32.7 25.8 6.9 40.9 26.2 14.7 0.80
スウェーデン 40.5 40.5 0.0 42.6 37.9 4.7 0.95
イギリス 21.2 21.2 0.0 27.5 21.2 6.3 0.77














オーストラリア 23.4 0.0 23.4 27.7 42,698
カナダ 15.8 7.3 23.2 31.2 38,358
デンマーク 30.5 10.3 40.9 40.9 40,618
フランス 14.1 13.7 27.8 49.2 49,546
ドイツ 21.1 21.2 42.2 51.9 56,823
日本 8.1 12.1 20.2 29.3 46,982
オランダ 14.6 17.9 32.5 38.7 52,734
ニュージーランド 21.5 0.0 21.5 21.5 29,051
スウェーデン 20.6 7.0 27.6 45.3 48,998
イギリス 17.7 9.3 27.0 34.1 55,627
アメリカ 16.6 7.7 24.2 29.7 42,557
OECD平均 16.2 10.4 26.6 37.4 40,322
（出所）OECD Revenue Statistics
（注）1.子ども無の単身者（平均賃金）の場合の計数　　2.課税前労働コストは、PPPによる換算







拠出額 A 32,276 115,207 4,190 11,300 1,443 164,416
(億円)
被保険者数 第1号 11,701 11,701
(千人） 第2号 31,031 1,049 3,035 406 35,521
第3号 10,735 471 1,062 117 12,385
B 合計 11,701 41,766 1,520 4,097 523 59,607
1月1人当　拠出 C=A/B/12 22,987 22,987 22,971 22,984 22,992 22,986
（円）
[推計 No.2]
拠出額 A2 32,276 115,207 4,190 11,300 1,443 164,416
(億円)
一般財源 T 11,348 40,505 1,473 3,973 507 57,806
一般財源除く拠出 A2=A-T 20,928 74,702 2,717 7,327 936 106,610
1月1人当　拠出 C=A2/B/12 14,905 14,905 14,895 14,903 14,909 14,905
（円）
[推計 No.3]
拠出額 A2=A-T not yet  not yet not yet not yet not yet 106,610
(億円)
被保険者数 第1号 21,903 21,903
(千人） 第2号 32,368 1,094 3,166 423 37,052
第3号 9,467 415 937 103 10,922
B3 合計 21,903 41,835 1,510 4,102 527 69,877
1月1人当　拠出 C3=A2/B3/12 12,714 12,714 12,714 12,714 12,714 12,714
（円）
負担すべき拠出  D=B3*C3*12 33,417 63,827 2,303 6,259 804 106,610
(億円)
[推計 No.4]
拠出額 A2 20,928 74,702 2,717 7,327 936 106,610
(億円)
被保険者数 第1号 11,701 11,701
(千人） 第2号 32,368 1,094 3,166 423 37,052
B4 合計 11,701 32,368 1,094 3,166 423 48,753
1月1人当　拠出 C4=A2/B4/12 14,905 19,232 20,691 19,287 18,411 18,223
（円）
[推計 No.4]
拠出額 D 33,417 63,827 2,303 6,259 804 106,610
(億円)
















人 人 人 ％ 円/月 人 ％
1998 946,994 319,820 172,940 54.1 44,212 146,880 45.9
1999 1,004,472 350,450 178,470 50.9 44,885 171,980 49.1
2000 1,072,241 372,340 186,770 50.2 45,601 185,570 49.8
2001 1,148,088 411,200 201,800 49.1 45,521 209,400 50.9
2002 1,242,723 449,250 216,380 48.2 45,672 232,870 51.8
2003 1,344,327 491,680 232,280 47.2 45,847 259,400 52.8
2004 1,423,388 527,310 248,920 47.2 45,758 278,390 52.8




一般財源 社会保障基金 個人負担 私的保険
デンマーク 84.5 84.5 0.0 15.5 13.8 1.6
ユニバーサル ノルウェー 84.1 72.1 12.0 15.9 15.1 0.0
アイスランド 82.5 55.5 27.0 17.5 16.0 0.0
スウェーデン 81.7 81.7 0.0 18.3 15.9 0.2
イギリス 81.7 81.7 0.0 18.3 11.4 1.1
イタリア 76.5 76.4 0.1 23.5 20.2 0.9
平均 81.8 75.3 6.5 18.2 15.4 0.6
アイルランド 80.7 80.1 0.6 19.3 9.9 8.1
ニュージーランド 78.0 68.2 11.9 22.0 14.0 5.0
ユニバーサル フィンランド 74.6 60.1 14.5 25.4 18.9 2.1
＋ スペイン 71.8 66.7 5.1 28.2 21.1 5.9
市場メカニズム ポルトガル 71.5 70.7 0.8 28.5 22.9 4.1
カナダ 70.0 68.6 1.4 30.0 14.9 12.8
オーストラリア 67.7 67.7 0.0 32.3 18.2 7.5
平均 73.5 68.9 4.9 26.5 17.1 6.5
オランダ 81.4 5.8 75.6 18.6 6.0 6.2
フランス 79.0 5.2 73.8 21.0 6.8 13.4
ドイツ 76.9 9.0 67.8 23.1 13.1 9.3
社会保険 オーストリア 76.4 31.6 44.8 23.6 15.4 4.6
＋ ベルギー 75.1 12.4 62.7 24.9 19.0 5.6
市場メカニズム ギリシャ 60.3 29.1 31.2 39.7
スイス 59.3 16.5 42.8 40.7 30.6 9.2
韓国 54.9 12.3 42.7 45.1 35.7 4.1
アメリカ 46.5 5.8 40.7 53.5 13.6 35.8
メキシコ 45.2 18.6 26.6 54.8 51.1 3.7
平均 65.5 14.6 50.9 34.5 21.3 10.2
平均（ﾒｷｼｺ除く） 67.8 14.2 53.6 32.2 17.5 11.0
ルクセンブルグ 90.9 20.6 70.3 9.1 6.5 1.7
チェコ 85.2 8.3 76.9 14.8 13.2 0.2
日本 81.3 15.4 64.0 18.7 15.1 2.6
社会保険 トルコ 71.4 33.7 37.7 28.6 19.9 0.0
ポーランド 70.8 12.3 58.6 29.1 24.3 0.5
ハンガリー 70.6 12.4 58.2 29.4 24.9 1.1
スロバキア 66.8 6.8 60.1 33.2 26.2 0.0
平均 76.7 15.6 60.8 23.3 18.6 0.9
（出所）OECD(2010b)、OECD Health Expenditure Databaseに基づき筆者計算
（注）データは原則として2007年評　　価　　項　　目
デンマーク スウェーデン イギリス オーストラリア カナダ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 日本 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ オランダ フランス ドイツ 韓国








窓口支払いの上限 ○○○ ○○ ○ ○
規 診療対象：理学療法 1-99％ × 1 1-99％ × 1-99％ 1-99％ 1-99％ 1-99％ 1-99％ 1-99％ 1-99％
　　　　　　　薬 51-75％ 51-75％ 1 76-99％ 51-75％ 76-99％ 76-99％ 76-99％ 1 51-75％ 76-99％ 51-75％
　　　　　　　眼鏡 ××××××× 1-50% × 1-50％ 1-50％ ×
　　　　　　　歯科 1-50％ 1-50％ 76-99％ × × × 76-99％ 51-75％ 1-50％ 1-50％ 76-99％ 51-75％
専門医の支払：外来 給与 給与 出来高 出来高 出来高 出来高 出来高 出来高 出来高/給与















疾患毎/DRG 疾患毎/DRG 疾患毎/DRG 処置・サービ
ス毎、DRG
第2次医療への紹介状 必須 不要 必須 財政的奨励 必須 必須 不要 不要 必須 財政的奨励 財政的奨励 不要
制 医学部学生の割当 ○○○○○○○×○○××
政府（中央・地方）によるベッド数の総量計画 ○ 規制無 規制無 ○＋割当 ○＋割当 規制無 ○＋割当 割当 割当 ○ ○ 規制無
高額医療機器の供給 計画 規制無＋計画 規制無 割当＋計画 割当＋計画 規制無 規制無 ○ 規制無 計画 計画 規制無
病院の医療スタッフの給与決定 国ﾚﾍﾞﾙで設定 病院の裁量 国ﾚﾍﾞﾙで設定 病院の裁量 国ﾚﾍﾞﾙで設定 国ﾚﾍﾞﾙで設定 病院の裁量 病院の裁量 病院の裁量 国ﾚﾍﾞﾙで設定 病院の裁量 病院の裁量
専門治療の公定価格を超える請求 不可能 不可能 可能 可能 不可能 可能 不可能 不可能 不可能 可能 不可能 不可能
治療行為の量的監視 ○×○×○××××××○





メ 私的保険対象人口割合：重複 000 4 3 . 5 ％ 00 n a 0000 3 8 . 0 ％
カ 　　　　　　　　　　　　　　　　補完 1 5 . 5 ％ 2 . 3 ％ 0000 n a 5 9 . 4 ％ 0 9 2 . 0 ％ 1 7 . 5 ％ 3 8 . 0 ％
ニ 　　　　　　　　　　　　　　　　追加 15.5％ 0.2％ 1.2％ 46.3％ 67.0％ 5％ na 2.4％ 92.0％ 92.0％ 17.5％ 4.4％
ズ 供給者：第一次医療 私的診療 公立病院 私的診療 私的診療 私的診療 私的診療 私立病院 私的診療 私的診療 私的診療 私的診療 私的診療
ム 　　　　　専門医療 私的診療 公立病院 公立病院 私的診療 公立病院 公立病院 私立病院 私的診療 私的診療 私的診療 私的診療 私的診療
利用者による専門医の選択 制限 自由 自由 自由 自由 制限 自由 自由 インセンティブ 自由 自由 インセンティブ








デンマーク ｽｳｪｰﾃﾞﾝ イギリス ｵｰｽﾄﾗﾘｱ カナダ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 日本 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ チェコ オランダ フランス ドイツ アメリカ
１．アウトカム
平均寿命（全人口） 2007 81.0 79.5 81.4 80.7 80.2 82.6 79.4 77.0 80.2 81.0 80.0 78.1 79.1
虚血性心疾患死亡率（男、人口10万人当） 2006 93 130 132 117 123 142 41 89 211 76 54 127 145 126
脳梗塞死亡率（男、人口10万人当） 2006 46 51 42 34 44 61 53 109 42 33 44 35 60
がん死亡率（男、人口10万人当） 2006 237 173 208 195 205 196 199 208 271 227 229 202 191 212
幼児死亡率（千回当） 2007 4.0 2.5 4.8 4.2 5.0 4.8 2.6 1.8 3.1 4.1 3.8 3.9 6.7 3.9
12歳児の虫歯等の平均数 2006 0.8 1.0 0.7 1.1 1.6 1.7 0.8 2.6 0.9 1.2 0.7 1.3 1.6
成人で健康と申告した者の割合 2007 79.4 75.9 75.0 84.1 88.2 89.7 32.7 74.5 59.0 78.2 75.7 72.6 88.1 69.1
成人で毎日喫煙する者の割合 2007 25.0 14.5 21.0 16.6 18.4 18.1 26.0 21.0 24.3 29.0 25.0 23.2 15.4 23.6
15歳以上のアルコール消費量 2007 12.1 6.9 11.2 9.9 8.1 9.2 7.7 15.5 12.1 9.6 13.0 9.9 8.6 9.7
成人で肥満の割合 2007 11.4 10.2 24.0 21.7 15.4 26.5 3.4 20.0 17.0 11.2 10.5 13.6 34.3 15.4
２．投入資源
人口千人当たり医者 2007 3.2 3.6 2.5 2.8 2.2 2.3 2.1 2.9 3.6 3.9 3.4 3.5 2.4 3.1
急性病院ベッド数当たりの医者 2007 1.10 1.71 0.80 0.81 0.26 0.66 0.69 1.30 0.94 0.61 0.89 0.82
人口10万人当たり医学部卒業生 2007 21.7 10.0 10.2 10.1 6.2 6.7 6.0 7.7 12.3 5.5 11.6 6.3 9.9
人口千人当たり看護婦（准看護婦含む） 2007 14.3 10.8 10.0 9.7 9.0 9.9 9.4 11.0 8.0 8.7 7.7 9.9 10.6 9.6
医者一人当たり看護婦 2007 4.5 3.0 4.0 3.5 4.1 4.3 4.5 4.0 2.2 2.2 2.3 2.8 4.4 3.1
人口10万人当たり看護婦卒業生 2007 41.2 49.9 35.1 37.7 28.6 29.1 35.0 12.8 41.4 36.1 35.1 23.0 22.0 35.5
専門医の報酬（平均賃金に対する比率） 2007 2.4 2.5 4.3 4.3 4.7 2.5 3.3 1.9 3.5 4.4 4.1 4.1
病院の看護婦の報酬（同上） 2007 1.1 1.1 1.3 1.4 1.0 1.4 0.9 1.2 1.3
人口10万人当たり歯科医 2007 78 83 42 49 58 47 74 80 67 50 67 77 60 61
人口10万人当たり薬剤師 2007 21 73 68 87 83 68 136 72 56 18 118 60 80 76
人口100万人当たりMRI台数 2007 10.2 8.2 5.1 6.7 8.8 40.1 10.5 4.4 6.6 5.7 8.2 25.9 11.0
人口100万人当たりCT台数 2007 17.4 7.6 56.0 12.7 12.3 92.6 27.3 12.9 8.2 10.3 16.3 34.3 22.8
人口千人当たり急性病院のベッド数 1995 3.9 3.0 4.1 3.9 12.0 6.9 3.8 4.6 6.9 3.4 4.7
人口千人当たり急性病院のベッド数 2007 2.9 2.1 2.6 3.5 2.7 8.2 4.4 5.2 3.0 3.6 5.7 2.7 3.8
３．医療活動（アウトプット）
人口一人当たり診療回数 2007 7.5 2.8 5.0 6.3 5.8 4.7 13.6 6.1 12.6 5.7 6.3 7.5 3.8 6.8
医者一人当たり診療回数 2007 2,512 782 2,018 2,171 3,335 2,037 6,522 2,127 3,533 1,450 2,006 2,141 1,570 2,543
歯医者一人当たり診療回数 2007 1,142 1,662 3,038 4,322 2,972 3,837 2,533 1,825 1,664 236
一人当たり歯医診療回数 2007 0.9 0.7 1.5 3.2 0.6 2.0 1.9 1.7 1.4 1.0 1.3
急性病院のベッドの利用率 1995 70 85 82 73 73 76 81 63 74
急性病院のベッドの利用率 2007 83 74 89 76 72 72 64 74 76 67 75
人口千人当たり急性病院の退院人数 2007 170 165 126 162 84 135 106 166 203 109 274 227 126 158
急性病院の平均入院日数 1995 4.1 5.2 6.5 7.2 33.2 7.9 10.2 9.9 6.2 10.8 6.5 8.7
急性病院の平均入院日数 2007 3.5 4.5 7.2 5.9 7.3 5.9 19.0 7.3 7.7 6.3 5.3 7.8 5.5 6.5
人口10万人当たり腎臓透析患者数 1985 15 11 14 17 12 55 17 24 26 36 19
人口10万人当たり腎臓透析患者数 2007 50 40 46 64 49 186 49 59 35 53 81 118 65
人口10万人当たり薬剤処方箋数 2007 8.4 9.3 19.0 41.1 22.9 14.7 36.8 26.1 28.4
３．医療の質
喘息による入院率（15歳以上、人口10万人当） 2007 43 25 75 18 73 58 26 43 21 120 51
高血圧による入院率（15歳以上、人口10万人当） 2007 85 61 11 15 16 54 19 213 49 84
子宮がん検査率（20-69歳の女性に対する割合） 2006 69.4 78.6 79.4 60.6 72.8 70.6 24.5 41.7 69.6 72.4 83.5 64.0
子宮がん死亡率（女性10万人当） 2005 3.7 2.4 1.6 1.9 2.1 2.4 1.2 24.2 2.1 1.7 2.4 2.1 3.0
マンモグラフィ検査率（50-69歳の女性に対する割合 2006 70.7 56.2 70.4 60.1 23.8 63.5 35.6 89.0 47.1 72.5 62.2
乳がん死亡率（女性10万人当） 2005 29.5 20.3 25.8 20.5 22.4 24.9 10.4 19.5 24.2 27.0 23.9 20.7 20.8
はしかのワクチン接種率（2歳児） 2007 89.0 86.0 86.2 94.0 92.7 82.0 88.0 96.2 97.8 95.9 87.0 92.3 92.0
高齢者（60歳以上）のインフルエンザワクチンカバー率 2007 53.7 57.0 73.5 77.5 71.0 63.7 48.0 54.1 23.7 77.0 56.0 66.7 55.9
４．アクセス等
窓口支払の家計消費に対する割合 2007 2.8 3.2 1.6 2.8 2.8 2.3 2.2 1.5 1.9 1.2 1.4 2.5 2.8 3.0
歯科の窓口支払の歯科支出総額に対する割合 2007 69 63 67 43 23 30 28 25 59
一人当たりの薬剤支出（US$PPP） 2007 301 446 431 691 241 506 338 349 422 588 542 878 461
（出所）OECD(2009) Health at A Glance
表５－3　OECD主要国の分類と主要医療指標
国　営　医　療　サ　ー　ビ　ス 社　　　会　　　保　　　険
私　的　支　出　少 私　的　支　出　大 私　的　支　出　少 私　的　支　出　大